


法務行政のデジタル化の推進

施策と期待される効果

施策と期待される効果

刑事手続・民事裁判手続のデジタル化
令和４年度補正予算（第２号）案

1,077百万円

Ⅰ 法務・司法のDXに向けた取組

令和４年度補正予算（第２号）案

6,890百万円

刑事手続のデジタル化・ＩＴ化（令和４年６月 法制審議会へ諮問）

令和８年度中に、新たなシステムを利用した刑事手続を一部開始すること
を目指す（規制改革実施計画・R4.6.7閣議決定）

○電子データによる書類の作成・管理 ○オンラインによる書類の発受
○捜査・公判手続の非対面・遠隔化

警察庁

裁判所

検
察
庁

紙媒体で書類を作成・保管

持参・郵送で書類をやりとり

対面を前提とする捜査・公判

事件送致等
年間約80万件

年間約35万件
公判請求等

・・・電子データでの書類の作成・管理ができない
・・・外部とデータのやり取りができない

刑事手続のデジタル化・ＩＴ化に必要な新たなシステムの構築

民事裁判手続デジタル化・ＩＴ化対応環境の整備 ウェブ会議による手続への対応

●新たなシステムの設計・開発に向けた要件定義を実施
（令和６・７年度に設計・開発を実施予定）

●ウェブ会議スペースの確保

捜査・公判活動の迅速化・合理化
刑事手続に関与する国民等の負担軽減

国民にとって安全・安心な社会の実現

１ 所有者不明土地の解消等に向けた法改正への対応
不動産登記法の改正により、所有者不明土地解消のための新たな制度が創設（令和５年４月以降順次施行）

○相続人申告登記等 ～相続登記の義務化への対応～
相続が生じた事実と、相続人である旨を申告した者の住所氏名を登記

○市区町村への新たな登記事項の通知 ～関係行政機関との情報連携～
相続人申告登記等により生じた新たな登記事項を市区町村に通知

・・・国民の負担を軽減するべく、
利便性の高い申告の仕組みが必要

地方税法の改正により、上記の新たな制度により生ずる所有者の特定に資する登記事項を市区町村に通知

２ 情報通信技術を活用したこども・若年層に対する人権擁護活動の推進

○いじめ認知件数・児童虐待対応件数が中長期的に増加傾向
○小中高生の自殺者数が過去最多人数

こどもを取り巻く深刻な人権状況

学校の新型コロナ感染防止の取組により、対面型で実施していた人権教室が減少
⇒ 学校側からリモートによる人権教室の実施の要請

（文部科学省・厚生労働省調査）
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１ 登記情報システムの改修
●各種の申告をオンラインにより一括で行えるようシステム改修
●新たな登記事項を市区町村への通知対象として追加する
システム改修

国民にとって利便性の高い申告手続を実現

関係行政機関が不動産所有者の情報を円滑に把握

２ リモート人権教室の推進
●リモートによる人権教室を実施可能とするweb会議環境を
法務局に整備

いじめ・虐待等の未然防止

こどもからのSOSの早期発見・対応

令和７年度までに
民事裁判手続の全面的デジタル化・ＩＴ化

（改正民事訴訟法（令和４年５月））
・・・ウェブ会議用のスペースが不足

ウェブ会議を用いた口頭弁論期日等（Ｒ５年度から一部開始）
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施策と期待される効果

無戸籍者

800人以
上

先端技術を活用した捜査・公判体制等の強化

施策と期待される効果

Ⅱ 経済安全保障と治安の維持

令和４年度補正予算（第２号）案

889百万円

公安調査庁の情報収集・分析体制の強化
令和４年度補正予算（第２号）案

696百万円
■情報流出等の未然防止に向けたセキュリティの確保

■情報収集・分析等基盤の整備

懸念国の活動の活発化に伴う政府等の情報システムを狙った
攻撃や情報流出等によるリスクの増大を踏まえ、国内外の情勢
の変化に即応したセキュリティ対策が不可欠

インテリジェンス能力の強化には、その前提となる情報収集・分析
等基盤の整備が必要

我が国大手電機メーカーや政府機関(JAXA)等を標的
とするサイバー攻撃事案が相次いで発生(2021年)

サイバー空間における主な不正活動等

親ロシア派のハッカー集団「キルネット」(KILLNET)による
我が国政府に対する宣戦布告(2022年)

●基幹システムのセキュリティ機能強化

●調査官の通信機器等の整備

国民生活の安全・安心の実現

安全性・信頼性の高い情報セキュリティ体制の整備

情報収集・分析等基盤の整備
経済安全保障の確保

政府関係機関に対する情報貢献

インテリジェンス能力の強化

情報セキュリティの強化

複雑・巧妙化する組織的犯罪やサイバー犯罪対策の強化
デジタルフォレンジック*を要する事件（サイバー犯罪を含む）の増加
●組織的な詐欺、クレジットカードの不正利用事案
●企業等を狙うランサムウェア攻撃や暗号資産に関わる事案
→ 事案解明のため、デジタルフォレンジック技術は不可欠に

＊電磁的記録を証拠化するための収集・保全・解析等の一連の手続及び手法

保釈中の被告人の逃亡を防止する制度導入に向けた対応

9,014 9,040
9,519 9,875

12,209

H29 H30 R1 R2 R3

昨年度のサイバー犯罪検挙件数
過去最多 件

サイバー犯罪の検挙件数の推移
「令和３年におけるサイバー空間をめぐる脅威の情勢等について（警察庁）」

デジタル技術を活用した適正・迅速な捜査による
各種犯罪対応

刑事司法制度に対する国民の信頼確保ＧＮＳＳ端末により保釈中の被告人の逃亡を防止する
制度導入に向けた実証検証

デジタルフォレンジック（ＤＦ）体制の強化
●ＤＦ機器の更新・整備
●解析業務・捜査情報支援体制の強化

●ＧＮＳＳ端末により保釈中の被告人の逃亡を防止する制度
の適切な運用の実現
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総合法律支援の利便性向上に向けた法テラスの体制強化

施策と期待する効果

再犯防止等の各種施策を推進するための体制強化

２ 保護観察対象者のアセスメント機能の強化 的確なアセスメントに基づく効果的な処遇の実現

施策と期待する効果

Ⅲ 国民の安全・安心を守る法務行政の推進

２ 保護観察対象者のアセスメントへのAI導入のための調査研究

○ 再犯リスク等をより的確に把握するため、アセスメント機能の強化に
ＡＩ技術を活用できないか検討
○ 令和４年度に実施した調査研究の成果を踏まえ、引き続き、ＡＩ
活用に向けた検討を行う必要

●保護観察対象者のアセスメントへのAI導入に係る基盤整備の
ための調査研究の実施

【令和４年度調査研究の結果】
高い精度で長期的な再犯リスクの予測が可能
であることが示唆された。
→約３１万件の保護観察事件の再犯等の予測精
度を評価した結果、AUC-ROCが0.747(0.7以上
で一定程度高い精度）であったもの

令和４年度補正予算（第２号）案

1,572百万円

令和４年度補正予算（第２号）案

2,002百万円

4,697 
5,981 

7,787 

10,084 

11,879 

11,527 

13,596 

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

地域援助実施件数の推移

○ 法務少年支援センター（少年鑑別所）における地域援助実施件数は増加傾向
○ 深刻化するいじめや児童虐待等の複雑な問題には、継続的かつきめ細かな支援が必要
○ 新しい生活様式が定着している中、各地の法務少年支援センターから遠方に居住して
いる人に対する支援体制が不十分
➤ 支援を必要とする人にとって、より身近な相談機関として機能する体制整備が急務

１ 地域援助業務におけるWeb面談システムの整備

１ 地域援助実施体制の充実強化 地域援助業務の円滑な実施
●Ｗｅｂ面談システムの拡大整備
（全庁整備、コロナ禍においても有用）

○ 法的に複雑な問題を含む金銭的トラブルが約７割を占め、法律専
門職による助力が不可欠

○ 親族間の問題、心の悩み、生活困窮を訴えるものも一定数存在

問題の総合的解決に向けた
総合法律支援体制の
充実・強化が必要

「旧統一教会」問題 合同電話相談窓口における相談状況

法テラスに総合的対応窓口の設置 法的ニーズの掘り起こしと適切な支援窓口の紹介

法的救済の実現民事法律扶助の積極的活用

法テラスに対応部署の新設

関係機関等とのネットワークの形成

●合同電話相談窓口の機能等を継承した一元的対応

●弁護士・心理専門職等の配置

問題の総合的解決の実現

●知見の共有や適切な窓口の相互紹介

●利用件数増加へ適切に対応 問題の総合的解決に向けた法テラスにおける総合法
律支援体制の充実・強化

総合的な支援体制の構築による様々な問題への迅
速・的確な対応
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法務省施設の防災・減災対策の強化

矯正施設の保安警備体制の強化

Ⅳ 災害に屈しない強靱な法務関係施設等の整備

老朽化した更生保護施設の整備の推進

施策と期待される効果

老朽化した更生保護施設の全面改築事業の実施 地域における再犯防止を推進

○ 更生保護施設は、刑事政策上欠かせない民間施設
→行き場のない刑務所出所者等を年間約7,500人保護

○ 老朽化・耐震化対策が十分に実施できていない更生
保護施設が多数存在
→老朽化による機能不全により、更生保護施設の受入れ及び
処遇に支障を来すおそれ

●再犯防止施策の実施基盤となる更生保護施設の環
境整備を推進

●更生保護施設の受入れ及び処遇機能の充実強化

老朽化により天井や内壁が腐敗 老朽化により壁面が剥離

更生保護施設
の処遇場面

全面改築後の
更生保護施設
外観

令和４年度補正予算（第２号）案

15,565百万円

令和４年度補正予算（第２号）案

2,573百万円

令和４年度補正予算（第２号）案

520百万円

国の利害や外交問題に直結する
国際訴訟・法的紛争が多数存在

施策と期待される効果

国土強靱化対策の加速

耐震性能が不十分で老朽化も
著しい矯正施設・官署施設等

災害発生時の業務継続に支障を来すおそれ

耐震性能の不備
刑務所（職業訓練棟）多発する自然災害／拘置支所

矯正施設等の建替え、改修・修繕

外壁の随所で爆裂

深刻な老朽化／検察庁支部

●施設の耐震化を進め、国民の安全・安心な生活を確保
●災害時における周辺住民のための避難場所の機能強化

災害時に刑務所（鍛錬所）を
避難所として提供した様子

庁舎内の随所で雨漏り
地震により外塀が損傷

壁面の剥離

簡易な漏水対策

現行の耐震基準制定前の昭和56年以前に
建築された施設の耐震化・老朽化対策を実施

矯正施設の保安警備力を支える基幹システム

施設運営の安定化・被収容者の逃走等の防止総合警備システム等警備機器の更新整備等
施策と期待される効果

● 老朽化が著しい矯正施設の各種警備機器の更新を行う
とともに、総合警備システム等の効率化・機能強化を図る。

国土強靱化対策の加速

○ 経年劣化等により、各種警備機器に不具合等が頻発
○ 近年、気象災害の激甚化・頻発化による被害が拡大

● 矯正施設の管理運営及び規律秩序の維持に支障
● 被収容者の逃走等の保安事故の発生リスクが増大し、国民の安全・安心な生活
に重大な影響を及ぼすおそれ

総合警備システム

保安警備力の強化、災害発生時の被害軽減・早期復旧
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出入国在留管理庁の体制強化

施策と期待する効果

再犯防止等の各種施を推進するための体制強化

Ⅴ インバウンド需要の回復・拡大等への対応
令和４年度補正予算（第２号）案

745百万円

主要国際空港の出入国審査場に
出入国審査の補助として
旅客の案内等に従事する
イミグレーションアテンダント
を配置。

入国制限緩和で外国人入国者数は増加傾向 円滑・厳格な出入国審査を実施イミグレーションアテンダントの配置

入国審査官が出入国審査に専念することで
インバウンド需要の腰を折ることなく、
円滑かつ厳格な出入国管理業務を維持。

●日本人を対象とした外国人との共生に関する意識調査
●在留外国人のための「生活・就労ガイドブック」の更新
●外国人出入国情報システム用端末の増配備 等

●イミグレーションアテンダントの配置

外国人材の受入れ及び共生社会の実現

円滑かつ厳格な出入国審査体制の整備

入管収容施設における医療体制等の充実

インバウンド需要の回復・拡大の推進

在留外国人の利便性の向上

収容施設の体制強化

共生社会の実現に向けた
施策の充実

●医療用機器の充実 等

29,735 

82,455 

173,929 178,679 

249,323 

R4.1 R4.3 R4.5 R4.7 R4.9

出所：出入国管理統計統計表（速報値）
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